
令和 4 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

　法非適用

　令和6年4月1日法適用移行予定

名護市農業集落排水事業経営戦略

令和7年度供用開始予定

名護市

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度

（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無

28.5人/ha

　1処理場（久辺三区終末処理場）

　なし

処 理 区 数 　1処理区（久辺地区）

広域化・共同化・最適化

実施状況*1

　実施実績なし

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。

　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共

同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の

事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。

　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適な

ものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。
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② 使　用　料

1,404 円 1,880 円

1,404 円 1,832 円

1,430 円 1,881 円

③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　予定しておりません。

　予定しておりません。

 イ　指定管理者制度

　施設の維持管理全般を民間に委託する予定です。

民 間 活 用 の 状 況

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和元年度 令和元年度

令和2年度 令和2年度

一般家庭用使用料体系の

概 要 ・ 考 え 方

　農業集落排水事業の料金表は、公共下水道事業と同じ料金体系を予定しております。

業 務 用 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

　農業集落排水事業の料金表は、公共下水道事業と同じ料金体系を予定しております。

平成30年度

職 員 数

　令和3年度は職員1人で処理場及び管路の実施設計などに取り組んでおります。令和4年度以降は施設整

備や地方公営企業法適用移行作業などの業務量増により増員を予定しております。詳しくは、２．将来の事

業環境（5）組織の見通しにて記載しております。

　令和2年度までは、一般会計で基本設計作成を行っておりましたが、令和3年度から農業集落排水事業の

本格的な事業開始に伴い農業集落排水事業特別会計を設置しました。事業運営は、現在農林水産部の農

林水産課で実施しております。

　予定しておりません。

　予定しておりません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用

　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用

　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

その 他 の 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

　農業集落排水事業の料金表は、公共下水道事業と同じ料金体系を予定しております。

条例上の使用料*2

（２０㎥あたり）

※農業集落排水事業では料金は

条例で定めていないため、参考と

して、公共下水道事業の過去３年

度分を記載

平成30年度

実 質 的 な 使 用 料 *3

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

名護市下水道 1ヶ月料金表（消費税抜き）

汚水量 料金 汚水量（単位は立方メートル） 料金

10を超え50まで 100円

50を超え100まで 110円

100を超え300まで 125円

300を超え600まで 140円

600を超え1,000まで 165円

1,000を超えるもの 185円

業務用排水 10立方メートルまで 850円

種  別

基本料金

（1ヶ月につき）

超過料金

（１立方メートルにつき）

名護市下水道 1ヶ月料金表（消費税抜き）

汚水量 料金 汚水量（単位は立方メートル） 料金

公衆浴場排水 100立方メートルまで 2,000円 100を超えるもの 20円

種  別

基本料金

（1ヶ月につき）

超過料金

（１立方メートルにつき）
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１） 処理区域内人口及び接続件数の予測

（２）

（３）

（４）

　上記（２）有収水量の予測をもとに、現行下水道事業料金体系で年間使用料収入を試算した結果、令和7年度は12,728千円ですが、年々

増加し、令和12年度は45,418千円を見込んでおります。ただし、料金体系は事業運営費や一般会計からの補助金等を考慮して継続検討

が必要です。

施設の見通し

　令和7年度からの供用開始（令和7年度に辺野古地区、令和8年度に豊原地区、令和9年度に久志地区）を目指して、処理場建設および

管路整備を令和4年度から、令和5年度から中継ポンプ整備を行っていきます。そのほかにも、車両購入、測量設計委託業務などを予定し

ております。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　本事業は供用開始していないため、経営比較分析表作成対象団体になっておりません。今後、供用開始後は作成、分析をしていきま

す。

計画人口は、令和1年度末（令和2年３月31日）の人口数を採用し2,764人としています。

　接続件数につきましては、令和7年度（供用開始年度）に辺野古地区、令和8年度に豊原地区、令和9年度に久志地区の供用開始後の接

続分が増加し、令和12年度は1,443件を見込んでおります。

有収水量の予測

上記（１）地区別処理区域内人口及び用途別接続件数予測をもとに、用途別年間有収水量を試算した結果、令和7年度は176,043㎥です

が年々増加し、令和12年度は579,219㎥を見込んでおります。

使用料収入の見通し

地区別処理区域内人口予測

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028） （2029） （2030）

久志区 542 542 542 542 542 542 542 542 542 542

豊原区 446 446 446 446 446 446 446 446 446 446

辺野古区 1,776 1,776 1,776 1,776 1,776 1,776 1,776 1,776 1,776 1,776

計 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764

地区

（単位：人）

用途別接続件数予測 （単位：件）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028） （2029） （2030）

一般家庭用使用料 0 0 0 0 361 727 1,090 1,194 1,297 1,402

業務用使用料 0 0 0 0 9 13 20 27 35 41

その他使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 370 740 1,110 1,221 1,332 1,443

用途

用途別年間有収水量予測 （単位：㎥）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028） （2029） （2030）

一般家庭用使用料 0 0 0 0 148,921 284,701 419,737 458,425 496,741 535,801

業務用使用料 0 0 0 0 27,122 27,122 31,382 35,270 39,926 43,418

その他使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 176,043 311,823 451,119 493,695 536,667 579,219

用途

用途別年間使用料収入予測 （単位：千円/税込み）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028） （2029） （2030）

一般家庭用使用料 0 0 0 0 9,656 19,724 29,656 34,260 37,088 39,944

業務用使用料 0 0 0 0 3,072 3,711 4,173 4,593 5,096 5,474

その他使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 12,728 23,435 33,829 38,853 42,184 45,418

用途
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（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

　

組織の見通し

　令和4年度からは施設整備等開始に伴い、人員4人配置を予定しております。令和6年度からは令和7度施設稼働に向け、施設管理職員

として1人増員予定です。令和10年度以降は施設整備が完了し施設運営維持管理として3人配置予定です。

目 標

※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（対象施設、時期、金額等）に記載すること。

　　　　・投資の目標に関する事項

　　　　　　令和7年度から辺野古地区、豊原地区、久志地区の順に供用開始を目標とし、下記整備計画に沿って施設整備を行っていく予定

          です。

　　　　　　総事業費は約40億円を予定し、処理施設や管路整備だけでなく、業務用車輌の購入および整備に必要な委託料や用地取得費

           用なども含まれております。

　　　　・広域化・共同化・最適化に関する事項

　　　　　汚泥の処理として公共下水道と共同化することにより効率化を図ります。

　　　　・投資の平準化に関する事項

　　　　　計画期間内の平準化はありませんが、今後中長期的な平準化ができるように維持管理に努めます。

　　　　・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）

　　　　　現時点ではPPPやPFIの導入はありません。

　　　　・防災・安全対策に関する事項

　　　　　現時点ではありません。

①計画的な下水道整備の実施

　令和7年度からの供用開始（令和7年度に辺野古地区、令和8年度に豊原地区、令和9年度に久志地区）を

目指して計画的な下水道整備を行っていきます。

（現状）

　久辺三区の辺野古地区、豊原地区、久志地区では、一部し尿処理以外の生活雑排水はそのまま往来の水路・沢・河川・海域などへ放流

され、周辺の公共用水域における水質汚濁等の環境面へ悪影響が出ている状況です。

　その様な状況を踏まえ、農村地域の生活環境及び周辺環境の改善を図る為、し尿、生活雑排水等を処理する汚水処理施設の整備及び

拡充を図ります。

（基本方針）

①農業集落排水施設の効率的な管理・運営の実施

②使用料の適正化

③普及促進活動の継続実施などによる接続率の向上

④総務省通知を踏まえ、公営企業会計への移行作業の実施

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

施設整備計画 （単位：千円）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028） （2029） （2030）

処理施設 0 208,500 100,000 190,300 64,000 0 0 0 0 0 562,800

管路施設 0 159,500 552,000 461,250 461,250 461,250 388,000 0 0 0 2,483,250

中継ポンプ 0 0 6,750 68,100 90,800 90,800 68,100 0 0 0 324,550

その他 151,500 87,000 175,027 101,937 45,092 45,092 44,152 0 0 0 649,800

計 151,500 455,000 833,777 821,587 661,142 597,142 500,252 0 0 0 4,020,400

施設 計

人員配置の内訳

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028） （2029） （2030）

管きょ維持管理 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人

処理場運転操作・維持管理 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人

総務 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人 1人

処理場建設工事 1人 1人 1人

管路工事 2人 2人 2人 2人 2人 2人

計 4人 4人 5人 5人 5人 5人 3人 3人 3人 3人

事業年度
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②　収支計画のうち財源についての説明

　

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標

　公営企業の独立採算の原則に沿った経営のため次の取り組みを行います。

　①下水道の普及促進活動による接続世帯数の増加に努めます。

　②下水道料金の見直しを適宜行って行きます。

※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（時期、金額、対象施設等）に記載すること。

　　　　・財源の目標に関する事項

　　　　　　施設整備時は、国や県の補助金を最大限活用し、名護市の負担増にならないように財源確保に努めます。下記の施設整備

　　　　　に伴う財源計画に沿っていく予定です。※一般会計繰入金は投資に係る収入（資本的収入）のみを掲載しています。

　

 

　　　　・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項

　　　　　　２．将来の事業環境（3）使用料収入の見通しでは、公共下水道事業の現行料金体系で試算しましたが、受益者負担の原則や一

　　　　　般会計負担の低減を考慮し、使用料の見直しについては、公共下水道事業の経営戦略で目標を設定した料金改定（令和7年度に

　　　　　現行料金の25％増、令和9年度に現行料金の35％増）を農業集落排水事業においても適用した場合で試算しました。試算の結

果、

　　　　　本計画では、令和12年度は61,314千円の使用料収入を見込んでいます。

　

　　　　・企業債に関する事項

　　　　　　施設の耐用年数等を考慮し、計画期間中の施設整備には企業債を充当します。

　　　　・繰入金に関する事項

　　　　　　施設整備の単独事業費及び供用開始後の維持管理や企業債償還費に一般会計繰入金を充当しますが、一般会計負担低減の

　　　　　ため、使用料収入確保に努めます。

※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（時期、金額、対象施設等）に記載すること。

　　　・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）

　　　　維持管理については専門的な知識を要するため民間の委託を検討します。

　　　・職員給与費に関する事項

　　　　２．将来の事業環境（5）組織の見通しで述べた人員で算定しております。

　　　・動力費に関する事項

　　　　公共下水道事業の処理施設での実績と農業集落排水処理施設の規模を参考に算定しております。

　　　・薬品費に関する事項

　　　　公共下水道事業の処理施設での実績と農業集落排水処理施設の規模を参考に算定しております。

　　　・修繕費に関する事項

　　　　短期的な小規模修繕のみならず、定期的な中規模修繕も考慮して算定しております。

　　　・委託費に関する事項

　　　　処理施設の維持管理に必要な委託料だけでなく、地方公営企業法適用作業など必要最低限の委託料で算定しております。

財源計画

（単位：千円）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028） （2029） （2030）

国・県補助金 132,562 393,750 725,180 704,189 574,124 518,124 433,345 0 0 0 3,481,274

企業債 18,900 56,200 103,500 100,500 82,000 74,000 61,900 0 0 0 497,000

一般会計繰入金 38 5,050 5,097 16,898 5,018 5,018 5,007 0 0 0 42,126

計 151,500 455,000 833,777 821,587 661,142 597,142 500,252 0 0 0 4,020,400

事業年度

計

用途別年間使用料収入予測（料金改定） （単位：千円/税込み）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2027） （2028） （2029） （2030）

一般家庭用使用料 0 0 0 0 12,070 24,655 40,036 46,251 50,069 53,924

業務用使用料 0 0 0 0 3,841 4,639 5,634 6,200 6,880 7,390

その他使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 15,911 29,294 45,670 52,451 56,949 61,314

事業年度
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項

（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　農業集落排水施設に所定の機能を発揮させていくためには、適正な維持管理が

必要となる。

　維持管理には、水質管理などの専門的な知識や技術が要求されることから管理に

ついては民間への委託を検討します。

資産活用による収入増加

の取組について

その他の取組 　該当はありません。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

改 定 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略の各施策を着実に実施し、安定的な事業を継続させるため、ＰＤＣＡサイクルを活用

し、計画と実施状況の進捗管理を行います。

　また、経営戦略の定期的な見直しについては、社会情勢等に応じて適時行うものとします。

職員給与費に関する事項 　施設整備、公営企業適用、維持管理などに必要かつ適正な人員配置を検討します。

動力費に関する事項

　公共下水道の経営を参考に同条件で使用した場合を計上、コスト削減の可能性を

今後検討します。

修繕費に関する事項

　公共下水道の経営を参考に同条件で使用した場合を計上、コスト削減の可能性を

今後検討します。

委託費に関する事項

　公共下水道の経営を参考に同条件で使用した場合を計上、コスト削減の可能性を

今後検討します。

その他の取組

　各種研修への積極的な参加を促進し事業に係る専門的な知識の習得を図ることで専

門職員の育成、資質の向上に努めます。広報活動等を通して、下水道接続促進を図り

ます。

薬品費に関する事項

　公共下水道の経営を参考に同条件で使用した場合を計上、コスト削減の可能性を

今後検討します。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字

の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その

内容等を記載すること。

　該当はありません。

　４．投資・財政計画内では、料金改定による使用料収入としておりますが、適正な料金

について今後検討していきます。

使用料の見直しに関する事項

　処理場完成後、発生する汚泥を名護市堆肥センターで堆肥化し、農地還元をする

予定です。

　業務効率化が可能なものを検討していきます。

　本計画期間中は新規整備であるため投資の平準化は難しいですが、処理場機器など

の更新時には投資の平準化を検討していきます。

　発生汚泥の最終処理には公共下水道との共同化も含めて検討していきます。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項
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今後の経営状況、財政指標等の見通し

（法非適用企業）

○収支見通し（平成28年度～令和10年度） （単位：千円，％）

年　　　　　　度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (Ａ) 11,929 8,528 11,409 23,136 112,567 116,038 118,188 109,456

（１） (Ｂ) 0 0 0 0 32,867 46,250 62,626 57,632

ア (Ｃ) 0 0 0 0 15,911 29,294 45,670 52,451

イ (Ｄ) 0 0 0 0 0 0 0 0

ウ 0 0 0 0 16,956 16,956 16,956 5,181

（２） 11,929 8,527 11,409 23,136 79,700 69,789 55,563 51,824

ア 11,929 6,809 6,209 13,400 69,895 61,022 47,339 44,979

イ 0 1,718 5,200 9,736 9,805 8,767 8,224 6,845

２ (Ｅ) 11,929 8,528 11,409 23,136 107,933 108,345 108,667 102,223

（１） 11,803 8,433 11,034 22,243 106,537 106,540 106,492 99,742

ア 7,432 7,432 7,432 14,864 22,296 22,296 22,296 22,296

0 0 0 0 0 0 0 0

イ 4,371 1,001 3,602 7,379 84,241 84,244 84,196 77,446

（２） 126 95 376 893 1,396 1,806 2,176 2,481

ア 126 95 376 893 1,396 1,806 2,176 2,481

126 0 0 0 0 0 0 0

イ 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (F) 0 0 0 0 4,634 7,693 9,521 7,233

1 (G) 151,500 477,296 856,073 843,883 671,372 604,313 506,307 0

（１） 18,900 56,200 103,500 100,500 82,000 74,000 61,900 0

（２） 38 27,346 27,393 39,194 15,248 12,189 11,061 0

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 132,563 393,750 725,180 704,189 574,124 518,124 433,346 0

（６） 0 0 0 0 0 0 0 0

（７） 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (H) 151,500 477,296 856,073 843,883 676,006 612,006 515,828 2,831

（１） 151,500 477,296 856,073 843,883 676,006 612,006 515,116 0

0 22,296 22,296 22,296 14,864 14,864 14,864 0

（２） (Ｉ) 0 0 0 0 0 0 712 2,831

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (Ｊ) 0 0 0 0 -4,634 -7,692 -9,521 -2,831

(K) 0 0 0 0 0 0 0 0 4,402

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0

(Ｏ) 0 0 0 0 0 0 0 0

収益的支出に充てた他会計借入金 (Ｐ) 0 0 0 0 0 0 0 0

(Ｑ) 0 0 0 0 0 0 0 0 4,402

(Ｒ) 0 0 0 0 0 0 0 4,402

(S)

（Ｔ)

(T)

(B)-(D)

(A)

(E)+(I)

（V)

（W) 0 0 0 0 32,867 46,250 62,626 57,632

0 0 0 0 0 0 0 0

18,900 75,100 178,600 279,100 361,100 435,100 496,288 493,457

18,900 75,100 178,600 279,100 361,100 435,100 496,288 493,457

0 0 0 0 0 0 0 0

○他会計繰入金（平成28年度～令和10年度） （単位：千円）

年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

11,929 6,809 6,209 13,400 69,895 61,022 47,339 44,979

0 95 376 893 6,995 7,405 8,487 10,911

11,929 6,714 5,833 12,507 62,900 53,617 38,852 34,068

38 27,346 27,393 39,194 15,248 12,189 11,061 0

0 0 0 0 0 0 0 0

38 27,346 27,393 39,194 15,248 12,189 11,061 0

○経営指標等（平成28年度～令和10年度）
年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

（X) 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764 2,764
(Y) 1,776 2,222 2,764 2,764
（Z) 660 1,320 1,979 2,177

((Y）/（X）×100) 64.3 80.4 100.0 100.0
(（Z）/（Y）×100) 37.2 59.4 71.6 78.8

（a) 11,803 8,528 11,410 23,136 74,021 74,434 75,468 94,692
11,803 8,433 11,034 22,243 72,625 72,628 72,580 89,380

0 95 376 893 1,396 1,806 2,888 5,312
（（C)/（a)×100） 21.5 39.4 60.5 55.4

（b) 0 0 0 0 176 312 451 494
（C)/（b) 90.4 93.9 101.3 106.2
（a)/（b) #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 420.6 238.6 167.3 191.7

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 420.6 238.6 167.3 191.7
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 7.9 5.8 6.4 10.8

（a）/（Y） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 41.7 33.5 27.3 34.3
#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 40.9 32.7 26.3 32.3

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0.8 0.8 1.0 1.9
1,650 1,650 1,650 1,782

○財政指標（平成28年度～令和10年度）
年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

（％）
（％）
（％）
（％）

◆入力上の注意
1　白色のセルにのみ、入力すること。
2　財政指標については現時点で見込まれる数値に下水道新規事業等の影響のみを加味したものとし、他の事業について考慮する必要はないものであること。

健全化法における資金不足比率（再掲）（％） (((U)-(V))/(W)×100)

9年度 10年度

実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率

本年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

う ち 維 持 管 理 費 （ 円 / ㎥ ）
う ち 資 本 費 （ 円 / ㎥ ）

処理人口１人当たりの管理運営費（汚水分）（円/人）

う ち 維 持 管 理 費 （ 円 / 人 ）
う ち 資 本 費 （ 円 / 人 ）

一 般 家 庭 使 用 料 （ 円 /20 ㎥ ）

う ち 維 持 管 理 費 （ 千 円 ）
う ち 資 本 費 （ 千 円 ）

経 費 回 収 率 （ ％ ）
有 収 水 量 （ 千 ㎥ ）
使 用 量 単 価 （ 円 / ㎥ ）
汚 水 処 理 原 価 （ 円 / ㎥ ）

処 理 区 域 内 人 口 見 込 （ 人 ）
水洗便所設置済人口見込（人）
処 理 区 域 内 面 積 見 込 （ ㎡ ）
普 及 率 （ ％ ）
水 洗 化 率 （ ％ ）
汚 水 処 理 費 （ 千 円 ）

6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

行 政 区 域 内 人 口 見 込 （ 人 ）

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

本年度 4年度 5年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち そ の 他 に 係 る も の

本年度 4年度 5年度 6年度 7年度

積 立 金 現 在 高

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

8年度 9年度 10年度

健 全 化 法 に お け る 解 消 可 能 資 金 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(D)

健 全 化 法 に お け る 資 金 不 足 比 率 (((U)-(V))/(W)×100)

104.2100.0 100.0

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(U)

100.0 100.0 104.3収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

107.1 108.1

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(O)-(P) 赤 字

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

収益的支出に充てた地方債

形 式 収 支 (K)-(L)+(M)-(N)+(O)+(P)

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (G)-(H)

収 支 再 差 引 (F)+(J)

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引

9年度 10年度
区

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

本年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

(A)-(E)



今後の経営状況、財政指標等の見通し

（法非適用企業）

○収支見通し（令和11年度～令和12年度） （単位：千円，％）

年　　　　　　度
分

1 (Ａ) 90,086 143,600
（１） (Ｂ) 62,130 66,495

ア (Ｃ) 56,949 61,314
イ (Ｄ) 0 0
ウ 5,181 5,181

（２） 27,956 77,105
ア 27,334 77,105
イ 622 0

２ (Ｅ) 86,409 143,394
（１） 83,942 140,442

ア 22,296 22,296
0 0

イ 61,646 118,146
（２） 2,467 2,952

ア 2,467 2,434
0 0

イ 0 518
３ (F) 3,677 206
1 (G) 0 9,017
（１） 0 0
（２） 0 9,017
（３） 0 0
（４） 0 0
（５） 0 0
（６） 0 0
（７） 0 0

２ (H) 6,742 10,560
（１） 0 0

0 0
（２） (Ｉ) 6,742 10,560
（３） 0 0
（４） 0 0
（５） 0 0

３ (Ｊ) -6,742 -1,543
(K) -3,065 -1,337
(L) 0 0
(M) 4,402 1,337
(N) 0 0
(Ｏ) 0 0

収益的支出に充てた他会計借入金 (Ｐ) 0 0
(Ｑ) 1,337 0
(Ｒ)
(S)
（Ｔ)

(T)
(B)-(D)
(A)
(E)+(I)

（V)
（W) 62,130 66,495

0 0
486,715 476,155
486,715 476,155

0 0

○他会計繰入金（令和11年度～12年度） （単位：千円）

年　　　　　度
区 分

27,334 77,105
14,808 18,593
12,526 58,512

0 9,017
0 0
0 9,017

○経営指標等（令和11年度～12年度）
年　　　　　度

区 分
（X) 2,764 2,764
（Y) 2,764 2,764
（Z) 2,375 2,573

((Y）/（X）×100) 100.0 100.0
(（Z）/（Y）×100) 85.9 93.1

（a) 82,789 143,074
73,580 130,080
9,209 12,994

（（C)/（a)×100） 68.8 42.9
（b) 620 625

（C)/（b) 91.9 98.1
（a)/（b) 133.5 228.9

133.5 228.9
14.9 20.8

（a）/（Y） 30.0 51.8
26.6 47.1
3.3 4.7

1,782 1,782

○財政指標（令和11年度～12年度）
年　　　　　度

区 分
（％）
（％）
（％）
（％）

◆入力上の注意
1　白色のセルにのみ、入力すること。
2　財政指標については現時点で見込まれる数値に下水道新規事業等の影響のみを加味したものとし、他の事業について考慮する必要はないものであること。

22年度

実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率
健全化法における資金不足比率（再掲）（％） (((U)-(V))/(W)×100)

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

一 般 家 庭 使 用 料 （ 円 /20 ㎥ ）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

汚 水 処 理 原 価 （ 円 / ㎥ ）
う ち 維 持 管 理 費 （ 円 / ㎥ ）
う ち 資 本 費 （ 円 / ㎥ ）

処理人口１人当たりの管理運営費（汚水分）（円/人）

う ち 維 持 管 理 費 （ 円 / 人 ）
う ち 資 本 費 （ 円 / 人 ）

汚 水 処 理 費 （ 千 円 ）
う ち 維 持 管 理 費 （ 千 円 ）
う ち 資 本 費 （ 千 円 ）

経 費 回 収 率 （ ％ ）
有 収 水 量 （ 千 ㎥ ）
使 用 量 単 価 （ 円 / ㎥ ）

行 政 区 域 内 人 口 見 込 （ 人 ）
処 理 区 域 内 人 口 見 込 （ 人 ）
水洗便所設置済人口見込（人）
処 理 区 域 内 面 積 見 込 （ ㎡ ）
普 及 率 （ ％ ）
水 洗 化 率 （ ％ ）

20年度 21年度 22年度11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

う ち 基 準 外 繰 入 金
資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

17年度 18年度 19年度

17年度 18年度 19年度

22年度11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金

積 立 金 現 在 高
企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・純建設改良費に係るもの
う ち そ の 他 に 係 る も の

20年度 21年度

健 全 化 法 に お け る 解 消 可 能 資 金 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(D)
健 全 化 法 に お け る 資 金 不 足 比 率 (((U)-(V))/(W)×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(U)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 96.7 93.3

赤 字 比 率 （ ×100 ）

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
実 質 収 支 黒 字

(O)-(P) 赤 字

積 立 金
前 年 度 か ら の 繰 越 金
前 年 度 繰 上 充 用 金
収益的支出に充てた地方債

形 式 収 支 (K)-(L)+(M)-(N)+(O)+(P)

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金
他 会 計 へ の 繰 出 金
そ の 他
収 支 差 引 (G)-(H)

収 支 再 差 引 (F)+(J)

他 会 計 借 入 金
固 定 資 産 売 却 代 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
工 事 負 担 金
そ の 他

20年度

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入
地 方 債
他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益
他 会 計 繰 入 金
そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用
営 業 費 用

職 員 給 与 費
う ち 退 職 手 当

そ の 他
営 業 外 費 用

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出
建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費
地 方 債 償 還 金

支 払 利 息
う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益
営 業 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

15年度 16年度

収 支 差 引 (A)-(E)

11年度 12年度 13年度 14年度 21年度 22年度
区

17年度 18年度 19年度


